
 
2 住宅・建築物耐震化促進事業費 県民

(H27) (H23) (H24)

90 -
1住宅の耐震化率 ％ 地震対策事業費 県民

 
2

(H27) (H23) (H24)
1 県民すまいづくり支援事業費 県民

今後の
方向性（年度） （年度） （千円） （千円）

決算 事業の
有効性

成果指標 単位
目標値
（年度）

現状値
事務事業 対象

災害に強く安全に暮らせる住まい・まちづ
くり

(H27) (H23) (H24)
誰もが安心して暮らせる住まい・まちづくり 公益的建築物等のバリアフリー化率 ％

70.0 54.0

施策の目標 成果指標 単位
目標値
（年度）

住宅など建築物の耐震化率 ％

環境にやさしく活力と魅力ある住まい・ま
ちづくり

（年度） （年度）

40.0 -

田上　茂

評価者 組織 職 氏名

課長 氏名

施策体系シート（行政経営Ｂシート）

作成者 組織 建築住宅課 職

(H24)

現状値

90.0

評価

一定の省エネルギー対策を講じた住宅ストック
の比率

(H27) (H23)

業界育成・普及啓発

1,104 

人 326 
8,849

(H27) (H23) (H24)

施策の目標達成に向けて重点的に取り組むべき課題

-

施策1

施策2

％

住宅産業・高度技術化推進事業費 大工・工務店等 1,774 

課題に対する主な取り組み 評価

予算

課題1

403 

施策3

施策1

施策 課題

施策2 課題1 建築物の良好な維持管理と防災化

10,450

9,700 

県民

研修会等の開催参加人数

施策3 課題1
(H27)

バリアフリー住宅等改修支援事業
(H24)

54.070.0

(H23)
公益的建築物のバリアフリー化 公益的建築物のバリアフリー化率 ％
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事業の背景・目的

事業の概要
本事業による参加者数（かしこい住まいづくり講座受講者数） [人]

（1）かしこい住まいづくり講座の開催

（交付先）　　（財）石川県建築住宅総合センター
（補助率）　　国（2/3×45%）、県（2/3×55%）、事業主体1/3

これまでの見直し状況

研修会等の開催参加人数
業界育成・普及啓発

平成23年度

施策・課題の状況

5317
石川県住生活基本計画

職・氏名
電話番号 内線

150 75 127 112

単位

076 225 1777
根拠法令
・計画等

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度 作
成
者

組　　織

課題
施策 環境にやさしく活力と魅力あふれる住まい・まちづくり 評価

事務事業名 県民すまいづくり支援事業費
事業開始年度 Ｈ４ 建築住宅課　住まいづくりG

主任技師　白川八重子

7,204
平成24年度平成21年度 平成22年度平成27年度 平成20年度

554 439
平成22年度

384
平成20年度

H21 H22

8,849

人

事業費
（単位：千円）

8,265

234 204

326
354

10,450

予算

現状値

439 384
354

H23 H24

平成23年度 平成24年度平成21年度

101

決算 504

　住宅は、県民にとって最も大きな買い物であるが、県民の持っている住宅に関する知識・情報は限ら
れたものであるので、県民に対し、住宅の性能やコスト、購入や建設方法など広範囲な情報を提供する
ことにより、的確な住宅取得行動を誘導し、良質な住宅供給の推進を図る。

・住意識の向上とゆとりある住生活の実現を目指すため、消費者を対象とした住宅関連のセミナー
を開催するほか、県民への住まいについての知識の普及啓発を図る。

H27目標 H20

目標値
指標

7,968

事業費

決算
予算 163350 264

300 264

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

くむのか）

204
12,908

項目

一般
財源

評価 左記の評価の理由

234

評価
事業費累計 12,085 12,524 13,262
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事業の背景・目的

事業の概要
本事業による参加者数（ハウジングスクール等受講者数） [人]

（1）大工・工務店研修支援事業

（交付先）　　（財）石川県建築住宅総合センター
（補助率）　　国（2/3×45%）、県（2/3×55%）、事業主体1/3

これまでの見直し状況

項目 評価 左記の評価の理由

516 285

事業費累計 23,296 25,856 29,888

2,016

現状値
平成24年度

目標値
平成23年度平成21年度 平成22年度

業界育成・普及啓発
人

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

施策 環境にやさしく活力と魅力ある住まい・まちづくり

指標 研修会等の開催参加人数

10,450

事務事業名 住宅産業・高度技術化推進事業費
事業開始年度 Ｓ５７

1777 内線

作
成
者

組　　織

5317

施策・課題の状況

建築住宅課　住まいづくりG
根拠法令
・計画等

石川県住生活基本計画
職・氏名 主任技師　白川八重子
電話番号 076 225

評価
課題

7,968 8,265 7,204 8,849

単位

平成27年度 平成20年度

2,016

平成24年度平成21年度 平成22年度 平成23年度

228
H23 H24H22

27,872
1,0081,109

H20 H21

2,560

569

決算

　優良な住宅供給の推進のため、高耐震、バリアフリー、環境配慮型などについて建築技術者の技術
力向上を図るとともに、後継者の育成を支援する。

事業費

事業費
（単位：千円） 平成20年度

2,016 2,016

H27目標
・住宅建設関係者に対する最新技術情報の提供・普及及び経営を含めた技術力の向上を図るた
め「石川県ハウジングスクール」の開催費を補助する。

予算 1,499一般
財源

8871,008
1,409
1,409 1,109

予算 2,724

300

※H22以降はハウジングスクールのみの受講者数

2,560 1,774

　H21まで「木造住宅担い手支援事業」として、住宅建設に携わる職人・大工職等の担い手の育成及び
普及啓発のため、高校生向け見学会の事業への補助を行った。
　H22より、ハウジングスクールに高校生も参加できるものとし、大工･工務店に限らず高校生も含め一体
的に実施することで事業の合理化を図る。

2,724

決算 1,499

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

くむのか）

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

評価
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事業の背景・目的

※耐震化率：Ｈ２０住宅・土地統計調査による推計値
事業の概要

これまでの見直し状況

　地震により被災した建築物について、その後の余震等による人的二次災害を防止するため、余震等
による倒壊落下転倒の危険性を速やかに判定するための「地震被災建築物応急危険度判定業務」体
制を整備する。

１　地震被災建築物応急危険度判定士養成講習会の開催
　　・対　　象　　建築士
　　・受講人数　　１２０名
　　・実施方法　　直営
　　・必要経費　　４０３千円

２　被災地での被災建築物の応急危険度を判定する技術者及び支援職員を養成する。なお、講習会の
　　受講修了者は認定簿に登録し、震災発生時には必要に応じ被災地に派遣する。

３　被災時の緊急連絡体制の確立と、通常時の訓練の実施
　　・石川県被災建築物応急危険度判定協議会による招集訓練及びシュミレーションの実施。

事業費

事業費
（単位：千円） 平成21年度 平成22年度

一般
財源

予算
430

事業費累計

403

403予算

4,654

453
481

決算 507

評価

507 481

2,960 3,441
決算

4,251
380507

481

平成20年度

507 481
平成20年度

平成21年度 平成22年度

3,871

425
430 380

平成24年度
453 425

％

90 72 - -

目標値

-

現状値
平成27年度 平成24年度

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

建築物の良好な維持管理と防災化

076 225

施策 災害に強く安全に暮らせる住まい・まちづくり
課題

指標

電話番号

作
成
者

組　　織

評価

左記の評価の理由

住宅の耐震化率

平成23年度

単位

平成23年度

事務事業名 地震対策事業費
事業開始年度 Ｈ７

根拠法令
・計画等 5309

建築住宅課

石川県地震被災建物応急危険度判定士認定要綱
職・氏名 主任技師　近藤隆裕

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1778 内線

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

くむのか）

項目 評価

施策・課題の状況
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　　事業の目的

※耐震化率：Ｈ２０住宅・土地統計調査による推計値
事業の概要
木造住宅の耐震診断・耐震改修への支援

①耐震診断費助成
対象事業 

補助金額
市町が負担する額の１／４ （限度額  12,500円）

②耐震改修費助成
対象事業

・市町が行う、昭和５６年以前に建設された戸建住宅に対する耐震改修工事費補助事業

補助金額
（一般地域）          市町が負担する額の１／４ （限度額  50,000円）
（重点促進区域）    市町が負担する額の１／２  （限度額150,000円）

重点促進区域：各市町耐震改修促進計画に基づき、県の承認を得て定める区域
まちなかにおける密集住宅区域、緊急輸送道路や避難路の沿道区域等　　　　　　

これまでの見直し状況
耐震診断等への支援制度
　 ・H19年度より、耐震設計補助に変え、耐震改修工事に対する助成を行うこととした

・H23年度より、市町への間接補助として行うこととした
・H24年度より、自己負担なしで行う簡易的な耐震診断への補助を拡充
・H24年度より、木造住宅耐震診断士の登録制度を創設

建築指導課監修）に則して行う耐震診断であること

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

くむのか）

項目 評価

7,808
1,0781,283

建築物の良好な維持管理と防災化

左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

24,922
評価

一般
財源

9,700
決算

事業費累計

2,372

5,900
6,807

870

1,001 1,464

9,272 15,222

平成20年度

5,950決算 1,811

平成21年度 平成22年度

予算 2,196 6,4331,283 931

90 72

事業費

事業費

-

平成24年度

-

予算 1,811 1,062 9,7006,483
平成23年度（単位：千円）

指標 住宅の耐震化率

平成27年度 平成20年度 平成21年度
現状値

平成24年度

　　　地震と建物に関する正しい知識の普及及び防災意識啓発をすると共に、適切な支援を行うことにより、
　　地震災害から住民の生命と財産を守り、住民が安心して暮らし続けられるための生活基盤である住宅等
　　の安全を確保する。
       また、石川県耐震改修促進計画（平成１８年度策定）に基づき、平成２７年度までに住宅の耐震化率
　　９０％の達成を図る。

施策 災害に強く安全に暮らせる住まい・まちづくり

平成22年度

課題

-

目標値
平成23年度

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度
事務事業名 住宅・建築物耐震化促進事業

事業開始年度
根拠法令
・計画等

作
成
者 電話番号

・「木造住宅の耐震診断と補強方法」（(財)日本建築防災協会発行、国土交通省住宅局

・市町が行う、昭和５６年以前に建設された戸建住宅に対する耐震診断費補助事業
・木造住宅耐震診断士が行う耐震診断であること

技師　平田　圭亮

施策・課題の状況

225

％単位

評価

53111778 内線
耐震改修促進法

０７６

組　　織 建築住宅課　まちづくりＧ
職・氏名

平成１８年度 平成２７年度
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事業の背景・目的

事業の概要

バリアフリーアドバイザーの派遣

①住宅改修

・バリアフリー住宅改修事業者による依頼

②まちづくり・公益的施設改修
・市町による依頼

これまでの見直し状況
H19に、「バリアフリーまちづくり総合支援事業」と「バリアフリー住宅改修支援事業」の統合を行った。

平成22年度

事務事業名 バリアフリー住宅等改修支援事業
事業開始年度 Ｈ１４

指標

平成20年度
現状値

％

内線

作
成
者

組　　織

076 225 1777 5317

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

施策・課題の状況

建築住宅課　住まいづくりG
根拠法令
・計画等

石川県住生活基本計画
職・氏名 技師　安田絵美
電話番号

課題
施策 誰もが安心して暮らせる住まい・まちづくり

公益的建築物のバリアフリー化
評価

平成24年度

単位
目標値

平成23年度
54

公益的建築物のバリアフリー化率

平成27年度 平成21年度

予算 1,200 1,200

46 49

平成21年度

70
平成22年度

1,200 1,487 1,104

平成24年度
1,1041,104

平成23年度

51

予算 704 704
704

672 672 672
決算

109,062事業費累計

・市町（福祉担当課、建築担当課）、県(ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ）による依頼

評価
106,471

672
110,166

評価 左記の評価の理由項目

1,055

　高齢者・障害者等も含め、いろいろな能力の人が安心して暮らすことができ、誰もが積極的に社会参
加できる活動空間づくりと積極的に社会参加できる居住福祉環境の構築するためＢＦアドバイザーを派
遣し、より高度で適切なバリアフリー化を推進する。

一般
財源

事業費

事業費
（単位：千円） 平成20年度

　バリアフリーのまちづくりや公益的施設、及び住宅における適切なバリアフリー改修を促進す
るため、県、市町の依頼により、建築士、福祉関係者、障害者等の専門家を現地に派遣し、適
切なバリアフリー改修のアドバイスをする。

704

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

くむのか）

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

1,104
決算 1,200

105,271 107,958


